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第一部【企業情報】 
  
第１【企業の概況】 
  
１【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第90期中 第91期中 第92期中 第90期 第91期 

会計期間 
自 平成15年 4月 1日 

至 平成15年 9月30日 

自 平成16年 4月 1日 

至 平成16年 9月30日

自 平成17年 4月 1日 

至 平成17年 9月30日

自 平成15年 4月 1日 

至 平成16年 3月31日 

自 平成16年 4月 1日 

至 平成17年 3月31日 

売上高 （百万円） 13,450 11,355 13,045 32,512 35,027 

経常利益 （百万円） 326 65 618 793 1,105 

中間(当期)純利益 （百万円） 164 77 139 338 666 

持分法を適用した 

場合の投資利益 
（百万円） － － － － － 

資本金 （百万円） 3,328 3,328 3,328 3,328 3,328 

発行済株式総数 （千株） 24,969 24,969 24,969 24,969 24,969 

純資産額 （百万円） 15,170 15,230 15,835 15,265 15,803 

総資産額 （百万円） 27,756 29,289 28,133 31,192 29,779 

１株当たり純資産額 （円） 609.56 612.58 638.30 612.50 635.40 

１株当たり中間(当期)純利益 （円） 6.60 3.13 5.60 12.51 25.74 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 
（円） － － － － － 

１株当たり 

中間(年間)配当額 
（円） 3.00 3.00 3.00 7.50 8.50 

自己資本比率 （％） 54.7 52.0 56.3 48.9 53.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 2,281 △247 △580 2,738 784 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △86 △105 △456 △420 △436 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △116 △116 △144 △194 △202 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
（百万円） 5,950 5,526 4,961 5,996 6,143 

従業員数 （人） 1,034 1,007 980 1,010 996 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移に
ついては記載していない。 

   ２．売上高には、消費税等は含まれていない。 
   ３．第90期の１株当たり配当額7円50銭には、特別配当1円50銭を含んでおり、第91期の１株当たり配

当額8円50銭には、特別配当1円50銭及び創立60周年記念配当1円を含んでいる。 
   ４．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載してい

ない。 



２【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社と子会社３社、その他の関係会社（被関連会社）１社から構成され、設備工
 

事業を主な事業の内容としている。 

当中間会計期間における、主要な関係会社の異動は次のとおりである。 

 

（設備工事業） 

［主な関係会社の異動］ 新規設立  株式会社石川リテック 

                  株式会社福井リテック 

  

  

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はない。
 

 

  

４【従業員の状況】 

 (1) 提出会社の状況
 

  

 (2) 労働組合の状況 

    労使関係について特に記載すべき事項はない。 

平成17年 9月30日現在

従業員数（人） 980 

（注）従業員数は就業人員数である。 



第２【事業の状況】 
  
 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 
  
１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格高騰の長期化など不安要素を抱えながらも、企業収益の改善を背
景に設備投資は堅調に推移し、また、雇用・所得環境の改善に伴い、個人消費に持ち直しの動きが見られるなど、景
気は緩やかな回復基調を続けてきた。 
しかしながら、建設業界においては、公共工事が減少する中、民間工事の受注・価格競争は一段と熾烈化し、さら
には電力自由化が質・量の両面で大幅に拡大されたことに伴い、電力設備投資も抑制基調が続くなど、当社を取り巻
く経営環境は、依然、厳しい状況で終始した。 
このような状況のもとで、当社は全社を挙げて積極的な営業活動を展開し、受注の確保に努めた結果、受注高は
174億95百万円（前年同期比1.4％減）、売上高は130億45百万円（前年同期比14.9％増）となった。 
売上高の内訳は次の通りである。 
 

  
また、利益面においては、施工能率向上とコスト削減に加え、工務関係の大型工事の完成が寄与し、経常利益は6
億18百万円（前年同期比848.3％増）となった。 
なお、中間純利益は1億39百万円（前年同期比78.7%増）となった。 
 
 
(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末より11億81百万円減少し、49億61百万円となっ
た。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益4億21百万円に対して、主に売上債権の回収による収入
の増加があったものの、仕入債務の減少や未成工事支出金の増加による支出の増加と法人税等の納付により、5億80
百万円減少（前年同期比3億32百万円減）した。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動によるキャッシュ・フローは、主に設備投資や投資有価証券の買い増しによる支出により、4億56百万円
減少（前年同期比3億50百万円減）した。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払により、1億44百万円減少（前年同期比27百万円減）し
た。 

 

屋内線・環境工事 
配電線工事 
工務関係工事 
兼業事業 

64億15百万円
46億69百万円
15億79百万円
3億80百万円

（前年同期比  13.2％増） 
（前年同期比  2.2％減） 
（前年同期比 141.4％増） 
（前年同期比  47.8％増） 



２【生産、受注及び販売の状況】 
  
当社が営んでいる事業においては生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 
事業の大部分を占めている設備工事業において、請負形態をとっているため、販売実績という定義が実態にそぐわ
ないことや、設備工事業以外の事業では受注生産形態をとっていないことから、「受注及び販売の状況」についても
記載していない。 
なお、当社の事業の状況を参考のために記載すると次のとおりである。 

  
（設備工事業における提出会社の受注工事高及び施工高の状況） 
  
 (1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

 

期 別 
工 事 
種類別 

期首繰越 
工事高 

期中受注
工事高 

計 
期中完成
工事高 

期末繰越工事高 
期中 
施工高 手持 

工事高 

うち施工高 

比率 金額 
(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) （％） (百万円) (百万円)

前中間会計期間 

屋内線・ 
環境工事 

9,842 11,869 21,712 5,667 16,045 31.3 5,023 7,841 

配電線 
工事 

2,191 5,005 7,196 4,776 2,420 43.2 1,045 5,205 

（自 平成16年 
      4月 1日 
 至 平成16年 
      9月30日） 

工務関係 
工事 

2,800 866 3,667 654 3,012 24.2 728 1,099 

計 14,834 17,741 32,575 11,097 21,478 31.6 6,797 14,146 

当中間会計期間 

屋内線・ 
環境工事 

8,364 11,292 19,657   6,415 13,241 27.6 3,656 8,188 

配電線 
工事 

1,596 4,973 6,569 4,669 1,900 21.4 406 4,539 

（自 平成17年 
      4月 1日 
 至 平成17年 
      9月30日） 

工務関係 
工事 

1,487 1,229 2,716 1,579 1,136 44.3 503 1,779 

計 11,448 17,495 28,943 12,664 16,279 28.1 4,566 14,508 

前事業年度 

屋内線・ 
環境工事 

9,842 20,337 30,180 21,815 8,364 22.5 1,883 20,849 

配電線 
工事 

2,191 9,652 11,843 10,246 1,596 33.6 535 10,166 

（自 平成16年 
      4月 1日 
 至 平成17年 
      3月31日） 

工務関係 
工事 

2,800 1,089 3,889 2,402 1,487 20.4 303 2,250 

計 14,834 31,079 45,913 34,465 11,448 23.8 2,722 33,266 

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工
事高にその増減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

   ２．期末繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 
   ３．期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。 



 (2) 完成工事高 

  
（注）１．完成工事のうち主なものは次のとおりである。 

前中間会計期間 請負金額１億円以上の主なもの 

 
当中間会計期間 請負金額１億円以上の主なもの 

  
２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。 
 
    前中間会計期間 
      北陸電力(株)   4,899百万円  44.2% 
 
    当中間会計期間 
      北陸電力(株)   5,702百万円  45.0% 

 

期 別 区 分 
北陸電力(株)
（百万円） 

官公庁 
（百万円） 

一般民間 
（百万円） 

計 
（百万円） 

前中間会計期間 
屋内線・環境工事 212 387 5,066 5,667 

配電線工事 4,164 0 611 4,776 

（自 平成16年 4月 1日 
  至 平成16年 9月30日） 

工務関係工事 522 1 131 654 

計 4,899 389 5,808 11,097 

当中間会計期間 
屋内線・環境工事 284 257 5,873 6,415 

配電線工事 3,903 5 760 4,669 

（自 平成17年 4月 1日 
  至 平成17年 9月30日） 

工務関係工事 1,513 3 62 1,579 

計 5,702 266 6,696 12,664 

松下電器産業(株)半導体社 
松下電器産業(株)半導体社砺波工場Ｄ４棟１次展開に伴う２次変・
幹線・無停電源・建築付帯電気設備・中央監視システム工事 

清水建設(株) 
(社)喜峰会特養老人ホーム「ボニュール根上苑」 
新築電気設備工事 

大阪市 (仮称)市立大学総合研究棟建設電気設備工事（その２） 

北陸電力(株) 
能越幹線新設工事 鉄塔架線工事（１工区） 
 [進行基準件名] 

北陸電力(株) 
志賀原子力発電所2号機主要建屋照明設備工事 
 [進行基準件名] 

大成建設(株) 野村病院新築工事 

富山県 
神通川左岸流域下水道神通川左岸浄化センター水処理施設(5/16) 
電気設備工事 

三機工業(株) クアハウスあさひ／新築 



 (3) 手持工事高（平成17年 9月30日） 

 
（注）手持工事のうち請負金額２億円以上の主なものは次のとおりである。 

 
 (4) 兼業事業売上高 
   兼業事業売上高は電気工事用材料の販売等であり、売上高は次のとおりである。 

 
 
３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はない。 
 
 
４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

 

区 分 
北陸電力(株) 
（百万円） 

官公庁 
（百万円） 

一般民間 
（百万円） 

計 
（百万円） 

屋内線・環境工事 309 1,461 11,470 13,241 

配電線工事 1,302 0 598 1,900 

工務関係工事 1,074 1 60 1,136 

計 2,685 1,463 12,129 16,279 

東芝松下ディスプレイ 
テクノロジー(株) 

東芝松下ディスプレイテクノロジー(株) 
石川工場Ｄ棟建設電気設備工事 

平成17年12月 完成予定 

北陸電力(株) 能登幹線 災害に伴う一部撤去工事 平成18年 1月  〃 

中能登町 
中能登町地域イントラネット基盤施設整備
工事(その２) 

平成18年 1月  〃 

(株)インテック 
(仮称)インテック新ビル新築工事(電気設
備工事) 

平成18年 7月  〃 

総曲輪通り南地区市街地 
再開発組合 

総曲輪通り南地区第一種市街地再開発事業
施設建築物等新築工事(空調・衛生・電気
設備工事) 

平成19年 5月  〃 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成16年 9月30日） 
（百万円） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成17年 9月30日） 
（百万円） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成17年 3月31日） 
（百万円） 

金 額 257 380 562 



５【研究開発活動】 
  
当社は、設備工事業者として高度技術者集団を目指し、経営環境の変化や多様化する社会・顧客ニーズに的確に対
応するため、安全・高品質・効率的施工を重要課題に掲げ、新工法・工具等の研究開発に取組んでいる。 
当中間会計期間における研究開発費は15百万円であり、取組んだ主な課題は次のとおりである。 

  
  
（配電線部門） 
  

配電線部門においては、「高圧発電機車による送電作業の効率化に関する取組み」と「補償リアクトル新設工事の
取組み」を北陸電力(株)との共同研究として進めた。 

  
○高圧発電機車による送電作業の効率化に関する取組み 

高圧発電機車による送電作業は、従来、作業指示及び監視を行う班長１人、高所作業車のバケット内で高圧リー

ドケーブル接続及び開閉器操作を行う作業員２人、さらに、地上で高圧リードケーブル余長処理及び系統連携操作

を行う作業員１人の１班４人体制で行っていた。 

今回、作業の更なる効率化を図るため、地上作業員の業務を班長及びバケット内作業員が受け持つものとし、１

班３人による作業手順を考案し以下のことを確認した。 

班長が高圧ケーブルの余長処理を行う場合は、バケット内作業員に対する監視業務の中断となるため、当該作業

時はバケット内作業員に作業の一時停止を指示することとし、また、バケット内作業員が系統連携操作を行う場合

は、降柱後、班長の指示により行うこととした。 

検証の結果、この作業手順は安全性を損なうことなく、作業効率が向上するものと確認され、現場への導入を計

画している。 

  
○補償リアクトル新設工事の取組み 

電気の品質及び安定供給を確保する為、無効電力対策として補償リアクトルを設置している。
 

補償リアクトルは柱上開閉器を介して本線と接続されているが、これをより安価で軽量な３極連動プライマリー

カットアウト（以下３極連動ＰＣ）に変更し、資材費の削減、作業効率の改善を目指して新工法の開発に取組んで

いる。 

この方法は、高所作業車のサブブームの先端に取付けた開閉器取付アダプターで３極連動ＰＣを電柱に取り付

け、補償リアクトルの配線を行った後、３極連動ＰＣを高圧本線に接続するというものであり、全ての型の電柱に

対しての適用を確認しており、現場への導入を計画している。 

  
  
（送変電部門） 
  

送変電部門においては、「ヘリコプターによる鉄塔解体工事に使用する連結治具の考案と新工法の開発」に取組ん

だ。 

  

○ヘリコプターによる鉄塔解体工事に使用する連結治具の考案と新工法の開発 

従来のヘリコプターによる鉄塔解体工事は、鉄塔主柱材の連結部のボルトを取外して鉄塔を数ブロックに分割

し、ヘリコプターで運搬するというものであった。 

しかしながら、この工法では鉄塔を分割する位置が限られ、ブロック毎の重量にバラツキが生じ、運搬回数が多

くなるといった課題があった。 

そこで、鉄塔主柱材を任意の箇所で切断することを可能にする連結治具を考案・製作し、この連結治具を使用し

た鉄塔解体工法を開発した。 

検証の結果、ヘリコプターで鉄塔を吊り上げる際の安全性、ならびに、従来工法に比べて作業時間の短縮、運搬

回数の減少が図られることを確認した。 



第３【設備の状況】 
  
１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 
  
  
２【設備の新設、除却等の計画】 

前会計年度末に計画していた金沢支店外線センターの建物の新築移転及びそれに伴う建物の除却は、建設予定地に
接する河川堤防工事による影響の為、遅延となった。 

  



第４【提出会社の状況】 
  
１【株式等の状況】 
 (1) 【株式の総数等】 
  ① 【株式の総数】 

  
  ② 【発行済株式】 

 
 (2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はない。 

 
 (3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
 (4) 【大株主の状況】 

 

種  類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 42,000,000 

計 42,000,000 

種 類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

（平成17年 9月30日） 
提出日現在発行数(株)
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,969,993 24,969,993 
東京証券取引所（市場第一部） 
大阪証券取引所（市場第一部） 

－ 

計 24,969,993 24,969,993 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

発行済株式 
総数残高 

資本金増減額 資本金残高 
資本準備金 
増減額 

資本準備金 
残高 

（千株） （千株） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

平成17年4月 1日～ 
平成17年9月30日 

－ 24,969 － 3,328 － 2,803 

平成17年 9月30日現在

氏名又は名称 住  所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

北陸電力株式会社 富山県富山市牛島町１５番１号 7,076 28.34 

北陸電気工事従業員持株会 富山県富山市東田地方町１丁目１番１号 1,824 7.31 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 793 3.18 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２番２６号 526 2.11 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 377 1.51 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１番地 341 1.37 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番３３号 329 1.32 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 309 1.24 

株式会社北陸電機商会 富山県富山市白銀町１番１号 255 1.02 

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝３丁目３３番１号 245 0.98 

計 － 12,077 48.37 

（注） 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式
はすべて当該各社の信託業務に係る株式である。また、住友信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信
託業務に係る株式数は72千株である。 



 (5) 【議決権の状況】 

  ① 【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」は、全て当社所有の自己株式である。 

   ２．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式802株が含まれている。 

  

  ② 【自己株式等】 

  
  

２【株価の推移】 
  【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  
３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

      平成17年 9月30日現在

区  分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －   

議決権制限株式（自己株式等） － －   

議決権制限株式（その他） － －   

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 161,000 －   

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,772,000 23,772   

単元未満株式 普通株式 1,036,993 － １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 24,969,993 －   

総株主の議決権 － 23,772   

        平成17年 9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数 (株) 

他人名義所有
株式数 (株)

所有株式数 
の合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

北陸電気工事株式会社 
富山県富山市 
東田地方町 
１丁目１番１号 

161,000 － 161,000 0.64 

計 － 161,000 － 161,000 0.64 

月別 平成17年 4月     5月     6月     7月     8月     9月 

最 高（円） 433 427 419 430 423 419 

最 低（円） 360 386 387 408 401 400 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。
以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準
じて記載している。 
ただし、前中間会計期間（平成16年 4月 1日から平成16年 9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式
及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年 1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書
きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

 
２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年 4月 1日から平成16年 9月30日まで）
及び当中間会計期間（平成17年 4月 1日から平成17年 9月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人によ
り中間監査を受けている。 
  

３．中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第5条第2項により、当社で
は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度
に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成していない。 
なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりである。 

  
資産基準    1.0% 
売上高基準   0.1% 
利益基準    2.9% 
利益剰余金基準 2.9% 

 



 【中間財務諸表等】 
 (1) 【中間財務諸表】 
  ① 【中間貸借対照表】 

 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成16年 9月30日） （平成17年 9月30日） （平成17年 3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（百万円） (％) （百万円） (％) （百万円） (％) 

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

 １ 現金預金 5,426 4,961 6,143 

 ２ 受取手形 1,447 2,028 2,010 

 ３ 完成工事未収入金 2,739 2,461 5,091 

 ４ 有価証券 709 211 514 

 ５ 未成工事支出金 5,763 4,184 2,305 

 ６ 材料貯蔵品 122 131 123 

 ７ 繰延税金資産 318 462 545 

 ８ その他 265 398 234 

   貸倒引当金 △52 △68 △24 

流動資産合計 16,741 57.2 14,772 52.5 16,943 56.9

Ⅱ 固定資産 

 １ 有形固定資産 ※１ 

  (1) 建物 3,644 3,492 3,563 

  (2) 土地 5,247 5,025 5,247 

  (3) その他 738 675 652 

計 9,631 9,193 9,464 

 ２ 無形固定資産 87 94 90 

 ３ 投資その他の資産 

  (1) 投資有価証券 1,627 2,790 2,034 

  (2) 繰延税金資産 991 1,040 1,041 

  (3) その他 371 552 483 

    貸倒引当金 △161 △311 △279 

計 2,829 4,072 3,280 

固定資産合計 12,547 42.8 13,361 47.5 12,835 43.1

資産合計 29,289 100.0 28,133 100.0 29,779 100.0



  

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成16年 9月30日） （平成17年 9月30日） （平成17年 3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（百万円） (％) （百万円） (％) （百万円） (％) 

（負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

 １ 支払手形 2,971 3,182 3,661 

 ２ 工事未払金 3,031 3,064 3,757 

 ３ 未払法人税等 181 258 722 

 ４ 未成工事受入金 4,286 1,836 1,783 

 ５ その他 ※２ 492 1,000 1,027 

流動負債合計 10,964 37.4 9,343 33.2 10,953 36.8

Ⅱ 固定負債 

 １ 退職給付引当金 2,952 2,924 2,871 

 ２ 役員退職慰労引当金 141 30 150 

固定負債合計 3,094 10.6 2,955 10.5 3,022 10.1

負債合計 14,059 48.0 12,298 43.7 13,975 46.9

  

（資本の部） 

Ⅰ 資本金 3,328 11.4 3,328 11.8 3,328 11.2

Ⅱ 資本剰余金 

   資本準備金 2,803 2,803 2,803 

資本剰余金合計 2,803 9.6 2,803 10.0 2,803 9.4

Ⅲ 利益剰余金 

 １ 利益準備金 360 360 360 

 ２ 任意積立金 8,089 8,487 8,089 

 ３ 中間（当期）未処分利益 560 652 1,075 

利益剰余金合計 9,010 30.8 9,500 33.8 9,525 32.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 119 0.4 254 0.9 189 0.6

Ⅴ 自己株式 △32 △0.1 △51 △0.2 △43 △0.1

資本合計 15,230 52.0 15,835 56.3 15,803 53.1

負債資本合計 29,289 100.0 28,133 100.0 29,779 100.0



  ② 【中間損益計算書】 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成16年 9月30日)

(自 平成17年 4月 1日 
  至 平成17年 9月30日)

(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日)

区分 
注記 
番号 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

（百万円） (％) （百万円） (％) （百万円） (％) 

Ⅰ 売上高 

   完成工事高 11,097 12,664 34,465 

   兼業事業売上高 257 11,355 100.0 380 13,045 100.0 562 35,027 100.0

Ⅱ 売上原価 

   完成工事原価 9,650 10,602 30,289 

   兼業事業売上原価 230 9,881 87.0 357 10,959 84.0 511 30,801 87.9

   売上総利益 

    完成工事総利益 1,447 2,062 4,175 

    兼業事業総利益 26 1,473 13.0 23 2,085 16.0 50 4,225 12.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,478 13.0 1,536 11.8 3,238 9.2

   営業利益又は営業損失(△) △4 △0.0 549 4.2 987 2.8

Ⅳ 営業外収益 69 0.6 72 0.6 120 0.3

Ⅴ 営業外費用 0 0.0 3 0.0 2 0.0

   経常利益 65 0.6 618 4.7 1,105 3.2

Ⅵ 特別利益 ※１ 122 1.1 36 0.3 151 0.4

Ⅶ 特別損失 
※２ 
※４ 

5 0.1 233 1.8 22 0.1

   税引前中間(当期)純利益 181 1.6 421 3.2 1,235 3.5

   法人税、住民税及び事業税 164 242 952 

   法人税等調整額 △59 104 0.9 39 282 2.2 △384 568 1.6

   中間(当期)純利益 77 0.7 139 1.1 666 1.9

   前期繰越利益 483 513 483 

   中間配当額 － － 74 

   中間(当期)未処分利益 560 652 1,075 



  ③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

次へ  

  前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

  
(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成16年 9月30日) 

(自 平成17年 4月 1日 
  至 平成17年 9月30日) 

(自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

   税引前中間(当期)純利益 181 421 1,235 

   減価償却費 174 166 363 

   減損損失 － 222 － 

   貸倒引当金の増減額（減少：△） △25 75 65 

   退職給付引当金の増減額（減少：△） 79 52 △1 

   受取利息及び受取配当金 △13 △17 △27 

   支払利息 0 0 0 

   投資有価証券売却益 △102 － △102 

   売上債権の減少額 3,875 2,561 978 

   未成工事支出金の増減額（増加：△） △2,432 △1,878 1,025 

   その他流動資産の増減額（増加：△） 55 △123 △51 

   仕入債務の減少額 △2,646 △1,262 △1,052 

   未成工事受入金の増減額（減少：△） 1,362 53 △1,140 

   未払消費税等の増減額（減少：△） △178 △179 254 

   その他流動負債の増減額（減少：△） △9 175 △5 

   役員賞与金の支払額 △27 △27 △27 

   その他 11 △140 41 

     小計 306 100 1,555 

   利息及び配当金の受取額 15 20 29 

   利息の支払額 △0 △0 △0 

   法人税等の支払額 △570 △701 △800 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △247 △580 784 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

   有価証券の取得による支出 △99 － △99 

   有価証券の償還による収入 310 200 513 

   有形固定資産の取得による支出 △213 △46 △348 

   無形固定資産の取得による支出 △3 △20 △3 

   投資有価証券の取得による支出 △308 △551 △708 

   投資有価証券の売却による収入 106 － 106 

   関係会社株式の取得による支出 － △40 － 

   売掛債権信託受益権の売却による収入 94 － 94 

   その他 7 1 9 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △105 △456 △436 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

   短期借入れによる収入 200 200 400 

   短期借入金の返済による支出 △200 △200 △400 

   配当金の支払額 △111 △136 △186 

   その他 △5 △8 △15 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △116 △144 △202 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
  （減少：△） 

△470 △1,181 146 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 5,996 6,143 5,996 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 
(期末)残高 

5,526 4,961 6,143 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年 4月 1日 
  至 平成16年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
  至 平成17年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日） 

１．資産の評価基準
及び評価方法 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 
 償却原価法(定額法) 
子会社株式 
 移動平均法による原価
法 

(1) 有価証券 
満期保有目的の債券 
 同左 
子会社株式 
 同左 

(1) 有価証券 
満期保有目的の債券 
 同左 
子会社株式 
 同左 

その他有価証券 
①時価のあるもの 
中間決算日の市場
価格等に基づく時価
法（評価差額は全部
資本直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算
定） 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

①時価のあるもの 
決算日の市場価格
等に基づく時価法
（評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動
平均法により算定） 

②時価のないもの 
移動平均法による
原価法 

②時価のないもの 

同左 

②時価のないもの 
同左 

(2) たな卸資産 
 未成工事支出金 
  個別法による原価法 
 材料貯蔵品 
  総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 
  未成工事支出金 
   同左 
  材料貯蔵品 
   同左 

(2) たな卸資産 
  未成工事支出金 
   同左 
  材料貯蔵品 
   同左 

２．固定資産の減価
償却の方法 

(1) 有形固定資産 
 定率法（ただし、建物
（附属設備を除く）につ
いては定額法）によって
いる。 
 なお、主な耐用年数は
以下のとおりである。 
 建物及び構築物 
 ６～５０年 
 機械装置及び車両運搬具
 ４～１０年 

(1) 有形固定資産 
   同左 

(1) 有形固定資産 
   同左 

(2) 無形固定資産 
自社利用のソフトウェ
アについては、社内にお
ける利用可能期間(５年)
に基づく定額法によって
いる。 

(2) 無形固定資産 
   同左 

(2) 無形固定資産 
   同左 

３．引当金の計上基
準 

(1) 貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の
貸倒による損失に備える
ため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能
見込額を計上している。 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

(1) 貸倒引当金 

   同左 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 
  至 平成16年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
  至 平成17年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日） 

(2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
いる。 
 過去勤務債務は、その
発生年度における従業員
の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)によ
る定額法により、発生し
た年度から費用処理して
いる。 
 数理計算上の差異は、
その発生年度に費用処理
している。 

(2) 退職給付引当金 
   同左 

(2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき計上している。 
 過去勤務債務は、その
発生年度における従業員
の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)によ
る定額法により、発生し
た年度から費用処理して
いる。 
 数理計算上の差異は、
その発生年度に費用処理
している。 

(3) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支
給に備えて、内規に基づ
く当中間会計期間末要支
給額を計上している。 

(3) 役員退職慰労引当金 
同左 

(3) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支
給に備えて、内規に基づ
く当事業年度末要支給額
を計上している。 

４．リース取引の処
理方法 

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
いる。 

同左 同左 

５．中間キャッシ
ュ・フロー計算書
（キャッシュ・フ
ロー計算書）にお
ける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し
可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３
か月以内に償還期限の到来
する短期投資からなる。 

同左 同左 

６．その他中間財務
諸表（財務諸表）
作成のための基本
となる重要な事項 

(1) 完成工事高の計上基準 
工事完成基準による。 
ただし、長期請負工事
（工期３か年以上で請負
金額５億円以上の工事）
については、工事進行基
準によっている。 

(1) 完成工事高の計上基準 
   同左 

(1) 完成工事高の計上基準 
   同左 

なお、工事進行基準に
よった完成工事高は364
百万円である。 

なお、工事進行基準に
よった完成工事高は
1,029百万円である。 

なお、工事進行基準に
よっ た 完成 工事高 は
1,231百万円である。 



  
  
  
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成16年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成17年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成17年 3月31日） 

  (2) 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税
に相当する額の会計処理
は、税抜方式によってい
る。 

(2) 消費税等の会計処理 
同左 

(2) 消費税等の会計処理 
同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成16年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成17年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成17年 9月30日） 

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 
当中間会計期間より、固定資産
の減損に係る会計基準（「固定資
産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会
平成14年8月9日））及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第6
号 平成15年10月31日）を適用し
ている。これにより税引前中間純
利益は222百万円減少している。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間財務諸表等規則
に基づき各資産の金額から直接控
除している。 

――――――― 



注記事項 
  
（中間貸借対照表関係） 

 
（中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間末 
（平成16年 9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年 9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年 3月31日） 

※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 6,511百万円 
 

※１ 有形固定資産の 
減価償却累計額 6,632百万円

※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 6,574百万円

※２ 仮払消費税等及び仮受消費
税等は相殺のうえ、流動負債
の「その他」に含めて表示し
ている。 

※２  同左 ――――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成16年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成17年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成17年 9月30日） 

※１ 特別利益のうち主なもの 
  投資有価証券売却益 
           102百万円 
 

――――――― ※１ 特別利益のうち主なもの 
  投資有価証券売却益 
           102百万円 
 

――――――― ※２ 特別損失のうち主なもの 
  減損損失     222百万円 
 

――――――― 

 ３ 減価償却実施額 
  有形固定資産   167百万円 
  無形固定資産    5 
 

 ３ 減価償却実施額 
  有形固定資産   159百万円 
  無形固定資産    6 
 

 ３ 減価償却実施額 
  有形固定資産   350百万円 
  無形固定資産   10 
 

――――――― ※４ 減損損失 
当中間会計期間において、当
社は以下の資産グループについ
て減損損失を計上している。 

当社は、事業用資産について
は管理会計上の区分である支店
単位に、遊休資産については個
別の物件毎にグルーピングし、
減損損失の判定を行っている。 
 その結果、近年の予想し得な
い地価の下落により遊休資産の
うち上記資産については帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失（222百
万円）として特別損失に計上し
ている。 
 なお、当該資産の回収可能価
額は正味売却価額により測定し
ており、固定資産税評価額を基
に評価している。 

用途 種類 場所 
減損損失 
(百万円) 

遊休 
資産 

土地 
富山県 
砺波市 

79

遊休 
資産 

土地 
兵庫県 
尼崎市 

142

――――――― 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

次へ  

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成16年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成17年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成17年 3月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

（平成16年 9月30日現在） 

 
現金預金勘定 
取得日から３か月
以内に償還期限の
到来する短期投資
（有価証券） 

5,426

99

百万円

現金及び 
 現金同等物 5,526

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

（平成17年 9月30日現在）

 
現金預金勘定 4,961百万円
現金及び 
 現金同等物 4,961

現金及び現金同等物の期末残高と
貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係 

（平成17年 3月31日現在）

 
現金預金勘定 6,143百万円
現金及び 
 現金同等物 6,143



（リース取引関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成16年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
  至 平成17年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成17年 3月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 
 
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
中間期末残高相当額 

  
② 未経過リース料中間期末残高
相当額 

  
③ 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 
  支払リース料   88百万円 
  減価償却費相当額 84 
  支払利息相当額   3 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っている。 
 
⑤ 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってい
る。 
 

――――――― 

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円) (百万円) (百万円)

有形固定 
資産 
「その他」 

659 343 315 

合計 659 343 315 

 １年内 
 １年超 

161
158
百万円 

  合計 320  

 リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 
 
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
中間期末残高相当額 

  
② 未経過リース料中間期末残高
相当額 

  
③ 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 
  支払リース料   94百万円 
  減価償却費相当額 89 
  支払利息相当額   3 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
   同左 
 
 
 
⑤ 利息相当額の算定方法 
   同左 
 
 
 
 
 
（減損損失について） 
リース資産に配分された減損損
失はないため、項目等の記載は省
略している。 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円) (百万円) (百万円)

有形固定 
資産 
「その他」 

1,242 395 847 

合計 1,242 395 847 

 １年内 
 １年超 

167
702
百万円 

  合計 870

 リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 
 
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額 

  
② 未経過リース料期末残高相当
額 

  
③ 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 
  支払リース料   177百万円 
  減価償却費相当額 170 
  支払利息相当額   5 
 
④ 減価償却費相当額の算定方法 
   同左 
 
 
 
⑤ 利息相当額の算定方法 
   同左 
 
 
 
 
 

――――――― 

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

(百万円) (百万円) (百万円)

有形固定 
資産 
「その他」

705 417 287 

合計 705 417 287 

 １年内 
 １年超 

148
143
百万円 

  合計 291  



（有価証券関係） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるも
のはない。 

 
３．その他有価証券で時価のあるもの 

 
４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び(中間)貸借対照表計上額 

 
 
（デリバティブ取引関係） 
当社は、前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を行っていないの
で、該当事項はない。 
 
 
（持分法損益等） 
当社は、前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても関連会社がないので、該当事項はな
い。 

 

種 類 

前中間会計期間末 
（平成16年 9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年 9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年 3月31日） 

中間貸借 
対照表 
計上額 

時価 差額 
中間貸借
対照表 
計上額 

時価 差額 
貸借 
対照表 
計上額 

時価 差額 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

社債 299 302 2 100 100 － 299 301 1 

合計 299 302 2 100 100 － 299 301 1 

種 類 

前中間会計期間末 
（平成16年 9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年 9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年 3月31日） 

取得原価 
中間貸借 
対照表 
計上額 

差額 取得原価
中間貸借
対照表 
計上額 

差額 取得原価
貸借 
対照表 
計上額 

差額 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

(1)株式 355 537 181 355 763 407 355 653 297 
(2)債券 
  国債 
  社債 
  その他 

 
100 
639 
－ 

 
101 
651 
－ 

 
1 
12 
－ 

 
200 
981 
101 

 
201 
991 
101 

 
0 
9 
0 

 
200 
632 
101 

 
202 
644 
102 

 
2 
11 
0 

(3)その他 198 203 5 399 406 7 198 203 5 

合計 1,293 1,494 200 2,037 2,464 426 1,488 1,806 318 

種  類 
前中間会計期間末 
（平成16年 9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年 9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年 3月31日） 

その他有価証券 
 非上場株式（店頭売買株式を除く） 
 コマーシャル・ペーパー 

 
442百万円 
99 

 
438百万円 
－ 

 
442百万円 
－ 



（１株当たり情報） 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 
   ２．１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
 
 
 
 (2) 【その他】 

   中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。 
 
   ① 決議年月日      平成17年11月 9日 
   ② 中間配当金総額      74,424,573円 
   ③ １株当たりの額           3円 
   ④ 中間配当支払開始日  平成17年12月15日 

 

戻る  

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成16年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成17年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 

  至 平成17年 3月31日） 

１株当たり純資産額 612円58銭 
１株当たり中間純利益 3円13銭 

１株当たり純資産額 638円30銭 
１株当たり中間純利益 5円60銭 

１株当たり純資産額 635円40銭 
１株当たり当期純利益 25円74銭 

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 
  至 平成16年 9月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
  至 平成17年 9月30日）

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
  至 平成17年 3月31日）

 中間(当期)純利益 
 (百万円) 

77 139 666 

 普通株主に帰属しない 
 金額 (百万円) 

－ － 27 

 (うち利益処分による 
 役員賞与金 (百万円)） 

（ － ） （ － ） （ 27 ） 

 普通株式に係る中間 
 (当期)純利益 (百万円) 

77 139 639 

 普通株式の期中平均 
 株式数 (千株) 

24,873 24,819 24,859 



第６【提出会社の参考情報】 
  
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、北陸財務局長に提出した証券取引法第25条第1項
各号に掲げる書類は次のとおりである。 
  

   

１．有価証券報告書及び 
  その添付書類 

事業年度 
（第91期） 

自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日 

平成17年 6月30日提出 

        
２．自己株券買付状況報告書     平成17年10月14日提出 

平成17年11月10日提出 

平成17年12月 6日提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  
該当事項なし。 



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成１６年１２月２０日 

 

北 陸 電 気 工 事 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御 中 

 

 

 

 

新 日 本 監 査 法 人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 松本 義之  ㊞  

 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 西川 正房  ㊞ 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている北陸電気工事株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３

月３１日までの第９１期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査

の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に

関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中

間財務諸表の作成基準に準拠して、北陸電気工事株式会社の平成１６年９月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

以 上 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社が中間財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

  独立監査人の中間監査報告書 
平成１７年１２月１９日 

 

北 陸 電 気 工 事 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御 中 

 

新 日 本 監 査 法 人 

指 定 社 員

業務遂行社員
公認会計士 松本 義之  ㊞ 

指 定 社 員

業務遂行社員
公認会計士 西川 正房  ㊞ 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている北陸電気工事株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日ま

での第９２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準

は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、北陸電気工事株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

  中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会

計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務

諸表を作成している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

以 上 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が中間財務諸表に添付する形で別途保管している。 
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